動 物 用 医 薬 品 店 舗 販 売 業
 許 可 更 新
手 数 料；　１１，０００円（ 沖縄県収入証紙 ）
提出時期；　販売業開業６０日前から受付け
 提出書類（提出部数：１部）
	名    称
	内    容    等

	申請書
	様式第４９号（第１１５条関係）

	案内図
	（下記様式にかかわらず既存のものでも可）

	構造設備の概要
	主要部分に変更がなければ主要部分に変更はないと記載。
・店舗内平面図
・店舗内配置図（医薬品販売棚等を明示）
（下記様式にかかわらず設計書面等既存のものでも可）

	誓約書
	・申請者に変更がなければ誓約書は必要なし。
・薬事法第５条第３号イからホまでの　　　　　いずれかに該当することの有無を

明らかにする書面

	診断書

（成年被後見人又は麻薬、大麻、あへん、覚醒剤中毒の有無）
	・申請者に変更がなければ診断書は必要なく、申請書様式の項目３には該当なしと記載。

	販売許可証
	原本


注意事項　　後日現場審査を行います。
様式第49号（動物用医薬品等取締規則第115条関係）
動物用医薬品店舗販売業許可更新申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年　　 月　　 日
沖 縄 県 知 事 　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住 所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏 名　　　　　　　　　 　　　　　　　　　印
                          　　　　　　　 　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　薬事法第２４条第２項の規定により動物用医薬品店舗販売業の許可の更新を受けたいので、下記により申請します。
記
許可年月日及び許可番号

平成　　年　　月　　日　　　　第　　　　　号

１．店舗の名称及び所在地

２．店舗の構造設備の概要
３．申請者（申請者が法人であるときは、その業務を行う役員を含む。）が薬事法第５条第３号イからホまでに該当することの有無

４．参考事項
　
　
　
備考

　１　営業所の構造設備の概要の欄については、薬事法第24条第1項若しくは第2項の規定による許可後又は同法第38条において準用する同法第10条の規定による届出後に構造設備の主要部分に変更がない場合には、「主要部分に変更はない」と記載し、構造設備の概要の記載は要しない。

　２　申請者（申請者が法人であるときは、その業務を行う役員を含む。）が薬事法第5条第3号イからホまでに該当することの有無の欄については、該当しない場合は「該当しない」と記載し、該当する場合には、該当する事案の概要を記載する。

　３　冷蔵貯蔵が必要な医薬品を取り扱わない場合にあっては、その旨を参考事項の欄に記載すること。

	店 舗 の 概 要

	店

舗
	名　  称
	

	
	所 在 地
	TEL        （　　　）　　　FAX　　(　　)

	1 店舗への案内図（注）申請した建物への案内図（乗物・下車駅、付近の目標物、曲がり角目標など）

	

	2 店舗 の 平面図（注）店舗内の配置図（動物用医薬品棚を赤で明示）

	

	床面の種類
	面積　　　　　　　　    ㎡

	備考


